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免税事業者が事業用不動産を売却      
売却年以降の消費税の影響に注意！ 

 

不動産の売却はその対価が多額になることか

ら、消費税の負担への影響が大きくなる。土地・

建物を売却した場合、建物は消費税の課税対象

だが、土地は非課税である。ただし、自宅など

の非業務用の建物は、たとえ課税事業者であっ

ても、消費税は課税されない。問題となるのは、

貸家やアパート、店舗などの建物である事業用

不動産の売却だが、ここでも消費税が課税され

るのは課税事業者のみとなる。 

免税事業者に該当する場合は、その対価がど

んなに大きくても、売却に係る消費税の負担は

生じない。しかし、注意したいのは、売却した

年以降の消費税に影響を及ぼすことだ。免税事

業者が業務用建物を売却した結果、その年の課

税売上高が 1000 万円を超えた場合には、翌々年

に課税事業者となるので、翌々年に課税売上が

あった場合には、その分に消費税が課税される

ことになる。 

また、2013 年１月１日以後に開始する年につ

いては、特定期間（その年の前年の１月１日か

ら６月 30 日までの期間）の課税売上高が 1000

万円を超えた場合には、基準期間（前々年）の

課税売上高が 1000 万円以下であっても、翌年か

ら課税事業者とされる。ただし、課税売上高に

代えて、給与等支払額の合計額により判定する

こともできるので、その６ヵ月間の給与等支払

額が 1000 万円を超えていなければ、免税事業者

と判定することができる。したがって、給与等

支払額の状況によっては、特定期間を避けて、

７月以降の売却を検討する必要がある。 

 

上場廃止寸前から 9期ぶりの黒字復活 
有料化戦略で成功したメガネスーパー 

 

過去、8 期連続の赤字を計上し、3 期連続で債

務超過にも陥ったメガネスーパー。昨年7月には、

上場廃止にかかわる猶予期間入り銘柄に指定さ

れた。製造小売方式（SPA）を採用する低価格チ

ェーンとの競争に敗れたことが原因だった。そこ

で同社は、リソースを見直しつつ企業コンセプト

を立て直した。「眼鏡学校」を自前で持つなど、

スキルの高い人材が揃っていたため、「眼鏡のプ

ロ集団」として「アイケアサービス」を前面に押

し出す戦略を打ち出したのである。 

注目は、メガネ店では無料だった検査を有料化

したことだ。「トータルアイ検査」として、通常

15 分程度のところを 40～60 分かけて多項目をチ

ェック。あえて有料化することで、検査を「目を

大切にするため」に必要なプロセスだと位置づ

け、眼鏡を視力矯正だけでなく健康サポートの

ツールだと訴求したのである。このコンセプト

が、中高年世代にマッチし、客単価は 2012 年の

約 2万円から 3万 5000 円まで上昇。2016 年 4 月

期決算では 9 期ぶりの黒字化を果たし、猶予期

間入り銘柄からも解除されている。SPA は小売業

にとって大きなメリットのある手法だが、ブラ

ンドに合致した製品を安定供給するには一定の

時間が必要だ。それよりも、自社の強みを洗い

直して、それをいかに発揮できるかを検討する

ほうが、迅速に、しかも骨太な戦略を構築でき

るということを、メガネスーパーの事例は示唆

しているといえよう。 

 


